
0人～5人
（58.5%）6人～20人

（20.1%）

21人～50人
（10.4%）

51人～100人
（5.5%）

101人～300人
（5.5%）

300人以上
0%

無回答

0%

令和４年度
中小企業に対するアンケート 取りまとめ結果（速報版）

○調査概要 1.回答者の業種

2.回答者の従業員数 3.仕事をしている地域(複数回答)

1

本アンケートでの小規模企業者は、卸売業・小売業、ｻｰ
ﾋﾞｽ業にあっては常時雇用する従業員数５人以下、製造
業、建設業、その他にあっては20人以下の企業である。

調査対象

商工会・商工会議所・中小企業団体中央会の会員企
業のうち製造業、卸売業・小売業、サービス業、建
設業から均等抽出

商工会 200

商工会議所 200

中央会 300

計 700
調査方法 商工会等による配布・回収、無記名方式

調査期間 令和４年7月8日時点

総配布数 700社

回答数 394社

回答率 56.3%

回答者
計 394

回答者
計 660

製造業

（23.2%）

卸売業

（4.9%）

小売業
（飲食店）
（5.5%）

小売業(飲食店以外)
（23.8%）

サービス業

（23.2%）

建設業

（16.5%）

その他・無回答

（3.0%）

回答者
計 394

大津地域

（13.9%）

湖南地域

（16.6%）

甲賀地域
（10.9%）東近江地域

（20.2%）

湖東地域
（20.2%）

湖北地域

（12.6%）

高島地域
（5.6%）



4.過去10年を振り返って、事業活動に大きな影響があったこと（複数回答）

2

※その他
労働者の高齢化 など

回答数 1,052

0.1%

0.6%

0.6%

1.6%

1.5%

1.8%

2.9%

4.2%

6.4%

8.2%

10.7%

11.8%

21.4%

28.3%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0%

ESG投資

その他

該当なし

SDGs

脱炭素・CO2ネットゼロ

グローバル化進行による国際競争の激化

労働市場の流動化（離職者防止）

働き方の多様化（フリーランス、テレワーク等）

デジタル化の進展

労働市場の流動化（離転職・人材不足への対応）

人口減少・少子高齢化の進行

後継者や社内人材の育成

原材料価格高騰

新型コロナウイルス感染症



4.過去10年を振り返って、事業活動に大きな影響があったこと（業種別分析①）

3

・新型コロナウイルス感染症が最も影響が
あったと回答した業種。

・接客業等の対面形式が中心であるケース
が多いことが要因。

・人口減少、少子高齢化や後継者、人材育
成の割合が高いことも特徴。



4.過去10年を振り返って、事業活動に大きな影響があったこと（業種別分析②）

4

・原材料価格高騰が最も影響があったと回
答した業種。

・人口減少、少子高齢化や後継者、人材育
成の割合は同様に高い。

・加えて、労働市場の流動化（離転職防止）
の割合も高い。



５.重点的に取り組もうとしていることで、支援を求めたいこと（複数回答）

5

※その他
コロナ融資返済開始に伴う支援 など

回答数 1,080

0.6%
0.8%
0.9%

1.5%
1.7%
1.8%

3.4%
3.7%
3.9%

4.2%
5.4%

5.6%
6.5%

7.0%
7.3%
7.4%

8.1%
8.4%

10.1%
11.8%

0.0% 2.0% 4.0% 6.0% 8.0% 10.0% 12.0% 14.0%

ＢＣＰの策定

その他

脱炭素・ＣＯ２ネットゼロ推進

サプライチェーンの見直し

テレワークの導入・活用

該当なし

廃業の検討・事業の売却

新技術開発・技術力強化

飛沫防止対策、換気設備の制度等の感染防止対策

働き方改革に対応した人事制度

新分野・異業種への進出

時間外労働の削減など働きやすい労働環境の整備・改善

オンラインでの販路・市場拡大

新商品・新製品の開発

自社ブランドの強化・ＰＲ

後継者の確保・事業承継

社員の育成

積極的な人材採用・活用

資金調達・資金繰り改善

生産性向上のための設備投資



５.重点的に取り組もうとしていることで、支援を求めたいこと（業種別分析①）

6

・生産性向上のための設備投資を最も支援
を求めたいと回答した業種。

・資金調達、資金繰り改善や新商品、新製
品の開発に関しても多く回答。



５.重点的に取り組もうとしていることで、支援を求めたいこと（業種別分析②）

7

・資金調達、資金繰り改善を
求めたいと回答した業種。

・後継者の確保、事業承継に
ついても多く回答



５.重点的に取り組もうとしていることで、支援を求めたいこと（業種別分析③）

8

・積極的な人材採用、活用を求めたいと回答した業種。

・資金調達、資金繰り改善や社員の育成に関しても多く回答。



6.過去10年間で国や県が実施する事業者向け支援制度で利用したもの

○活用した中で、最も効果的だったもの（複数回答）

9

活用していない（必要がなかった） 35

活用していない（必要はあったが、事情に
より利用に至らなかった）

27

活用した 486

○調査概要

回答数 486

1.0%

1.6%

7.6%

27.6%

62.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

その他の支援策

人材育成・人材確保への支援

専門家等の助言・派遣

金融支援（制度融資、債務保証等）

補助金・助成金



7.今後利用したい公的支援制度（複数選択）

10

回答数 899

0.4%

2.2%

2.8%

3.2%

4.1%

4.7%

5.3%

6.2%

7.2%

7.9%

8.6%

13.1%

16.6%

17.6%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0%

その他

設備・機械の貸与・ﾘｰｽ

該当なし

研修会、交流会

専門家・アドバイザーの助言・派遣（経営診断、職場環境改善等）

補助金・助成金(テレワークのための設備導入)

感染症予防対策

需要の喚起（プレミアム付商品券配布等）

補助金・助成金(その他)

人材確保

補助金・助成金(新商品等開発)

金融支援（制度融資、債務保証等）

補助金・助成金(販路開拓

補助金・助成金(生産性向上のための設備導入)



11

8.支援に関する情報の入手先（複数選択）

回答者 768

0.9%

0.8%

1.7%

3.6%

5.5%

7.0%

10.4%

13.7%

13.7%

42.7%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0%

新聞折り込みチラシ

該当なし

その他

産業支援プラザ

ＳＮＳ

マスコミ報道

税理士等の専門職

県ホームページ

金融機関

商工会・商工会議所・中央会


